
 

 
令和７年度 公益財団法人鹿児島県市町村振興協会 事業計画 要約 

 

 
○ 市町村振興宝くじ交付金等交付事業 

   新市町村振興宝くじ（通称ハロウィンジャンボ宝くじ）の収益金を市町村に交付する。 

  

○ 市町村職員等研修事業 

⑴ 自治研修センター等において市町村職員等に対する研修を実施する。 

⑵ 地方四団体（鹿児島県市長会、鹿児島県町村会、鹿児島県市議会議長会、鹿児島県町村議

会議長会）との共催により、市町村政研修会を開催する。 

 

○ 資金貸付事業 

   鹿児島県内市町村における公共施設の整備や災害時の緊急対策のために市町村の申請に基

づき貸付を行う。 

 短期貸付金  貸付予定枠 １億円 

          長期貸付金  貸付予定枠 ５億円 

 

○ 市町村振興助成事業 

⑴  市町村振興事業を実施する市長会等地方四団体に対する助成 

    地方四団体（鹿児島県市長会、鹿児島県町村会、鹿児島県市議会議長会、鹿児島県町村

議会議長会）が実施する市町村の振興に資する事業を支援するため助成を行う。(地方財政

法第３２条に定める事業に合致しない事業) 

⑵ 地方財政法第３２条に定める公共事業等を実施する市町村等に対する助成 

  ① 肥薩おれんじ鉄道の線路・電路等の鉄道基盤設備維持のため、肥薩おれんじ鉄道株式会

社に対して助成を行う。 

② 市町村が助成する地域コミュニティや地域運営組織等（地域を活動範囲としているNPO

法人等を含む）及び市町村が実施する人口減少対策に資する事業に対して市町村振興助成

金交付事業実施要領に基づき助成を行う。 

③ 鹿児島県市町村法例外負担金等規制審議会の承認を得た令和７年度本県開催の「第２７

回全国農業サミット inかごしま」開催経費に係る市町村負担金に対して助成を行う。 

④ 地方四団体（鹿児島県市長会、鹿児島県町村会、鹿児島県市議会議長会、鹿児島県町村

議会議長会）が実施する市町村の振興に資する事業を支援するため助成を行う。 

 

○ 調査研究等事業 

   市町村の振興に関する取組み等について調査研究を行うとともに、情報誌等により資料の

収集を行う。 

 

○ 鹿児島県被災者生活支援基金拠出事業 

  自然災害により、住家等に著しい被害を受けた被災者の早急な生活再建を支援するため、

被災者生活支援金を支給することを目的に鹿児島県と鹿児島県内市町村で創設した「鹿児島

県被災者生活支援基金」へ市町村負担分を支出する。 

 

○ 広報活動事業 

市町村振興宝くじ・新市町村振興宝くじの発売目標額達成及び「宝くじ資金」長期貸付の

利用促進のために、広報宣伝活動を実施する。 

 

○ 災害見舞金 

   災害救助法が適用された地震､風水害､火災等の大規模災害に際し､鹿児島県内の被災市町

村の災害対策事業を支援するため、全国協会と同額の災害見舞金を交付する｡ 



 

 

※ 21

（備考） １　※印は、県職員との合同研修
２　★印は、県単独事業
３　網掛け部分は、変更箇所
４　一般研修の④から⑥、及び特別研修の⑤・⑲ の研修は、大島会場でも実施する

　 令和７年度　自治研修センター研修体系図

 新規採用職員研修

※ 1 前　期 新規採用職員

※ 2 後　期 　　〃

一
般
研
修

 一般職員研修

3 一般職員基礎 採用後 3～5年

※ ④ 一般職員 採用後 7～9年

※ ⑤ 主　査 主査及び採用後12年以上

 管理監督者研修

※ ⑥ 新任係長 新任係長

※ 7 新任課長補佐級 新任課長補佐級

※ 8 新任課長級 新任課長級

 その他研修

9 技能労務職員 用務員、清掃・土木作業員

★ 12 定年引上げ対象職員等 定年引上げ対象職員等

★ 13 定年引上げ対象職員等パソコン 定年引上げ対象職員等

10 職種転換職員 行政職に転換した職員

11 定年延長予定職員等 定年延長予定職員等

3 職場での部下育成（ＯＪＴ）

5 メンタルヘルス

単
　
独

1 事業のスクラップ

2 行政の危機管理

6 女性職員キャリアデザイン

4 公正な人事評価のために

8 クレーム対応

タイムマネジメント

※ 12 見てわかる図解表現

※ 13 職場コミュニケーションスキル向上

特
別
研
修

※ 2 ロジカル・コミュニケーション

※ 3 折衝・交渉能力向上

※ 4 わかりやすいプレゼンテーション

行
政
実
務

※ 1 職員のための実用文章講座

※ ⑤ 論理的問題解決

※ 6 ファシリテータースキル

※ 7 身につけたい接遇実践

※

※ 9 ハードクレーム対応

合
　
同

※ 10 キャリアデザイン

※ 11

※ 16 ＤＸ推進　　　　　　　　　　　　　　　 　

行
政
管
理

※ 17 モチベーションマネジメント

※

※ 14 簿記の基本　　　　　　　　　　　　　　

※ 15 簿記の応用　　　　　　　　　　　　　　

※ 20 自治体経営力向上          　       【 隔年（令和７年度）実施 】

18 意思決定

※ ⑲ コーチングスキル

※ ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ手法による政策形成　   【 隔年（令和８年度）実施 】

※ 24 政策形成能力向上               　   【 隔年（令和７年度）実施 】

業務改善

政
策
形
成

※ 22 地域づくり新戦略

※ 23 プロジェクトマネジメント

行政に生かせる財政・経済知識

法
律
・
経
済

※ 25 業務に生かせる民法

※ 26 行政法

※ 27 法制実務入門

　離島研修支援事業　【新規】

　リーダー育成研修 ★　女性職員キャリアサポート研修

★　人事評価スキルアップ研修

★　若手職員能力向上研修 

市町村研修支援事業
　人権啓発研修支援事業

　窓口サービスステップアップ研修支援事業

★　新規採用職員アドバイザー研修

※ 28

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


